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日本原燃株式会社再処理事業所廃棄物管理施設保安規定 
の変更に関する審査結果 

 

原規規発第 21052110 号 

令和３年５月２１日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．審査結果 

原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、令和 3 年 1 月 29 日付

け 2020 再計発第 317 号（令和 3年 5月 11日付け 2021 再計発第 68号をもって一部補正。

以下「本申請」という。）をもって、日本原燃株式会社から、核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号。以下「原子炉等規制法」という。）

第５１条の１８第１項の規定に基づき申請された再処理事業所廃棄物管理施設保安規定

変更認可申請書が、原子炉等規制法第５１条の１８第２項第１号に定める廃棄物管理事

業の許可又は変更の許可を受けたところによるものでないことに該当するかどうか、同

項第２号に定める核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物による災害の防止上

十分でないものであることに該当するかどうかについて審査した。 

なお、原子炉等規制法第５１条の１８第２項第２号に定める核燃料物質又は核燃料物

質によって汚染された物による災害の防止上十分でないものであることに該当するかど

うかについては、廃棄物管理施設における保安規定の審査基準（原管廃発第 13112712 号

（平成 25 年 11 月 27 日原子力規制委員会決定）。以下「審査基準」という。）を基に判断

した。 

審査の結果、本申請は、原子炉等規制法第５１条の１８第２項各号のいずれにも該当

しないと認められる。 

具体的な審査の内容等については以下のとおり。なお、本審査結果においては、法令の

規定等や申請書の内容について、必要に応じ、文章の要約、言い換え等を行っている。 

 

２．申請の概要 

本申請での保安規定の変更は、廃棄物管理事業変更許可を受けたところにより、廃棄

物管理施設で設計想定事象が発生した場合における廃棄物管理施設の保全のための活動

（以下「設計想定事象発生時保全活動」という。）に係る体制の整備、予備電源使用不能

時の措置等に係る関係条項の規定を変更又は追加するものである。当該変更に伴い、施

設管理に係る運用の適正化、用語の修正等の記載の適正化がなされている。 

なお、申請者は、本申請では廃棄物管理事業変更許可を受けた事項のうち、工事等を要

しない事項に係る申請を行うとし、工事等を要する事項については、工事の進捗を踏ま

えて申請を行うとしている。 
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３．審査の内容 

３－１．原子炉等規制法第５１条の１８第２項第１号 

規制庁は、本申請について、以下に掲げる事項等を確認したことから、廃棄物管理事

業の許可又は変更の許可を受けたところによるものでないことに該当しないと判断し

た。 

（１）保安に関する職務等について、保安規定に定める設計想定事象発生時保全活動に

関する職務等が、廃棄物管理事業の許可又は変更の許可を受けた保安のための業

務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する事項及び技術的能力に関する説明

書の内容等と整合していること。 

（２）廃棄物管理施設の操作について、保安規定に定める予備電源使用不能時の措置等

が、廃棄物管理事業の許可又は変更の許可を受けた廃棄物管理施設の位置、構造及

び設備の内容等と整合していること。 

（３）放射線管理について、保安規定に定める線量当量等の測定結果の表示が、廃棄物

管理事業の許可又は変更の許可を受けた廃棄物管理施設の位置、構造及び設備の

内容等と整合していること。 

（４）設計想定事象発生時保全活動等について、保安規定に定める体制の整備等が、廃

棄物管理事業の許可又は変更の許可を受けた廃棄物管理施設の位置、構造及び設

備の内容等と整合していること。 

 

３－２．原子炉等規制法第５１条の１８第２項第２号 

規制庁は、本申請について、核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃

棄物管理の事業に関する規則（昭和 63 年総理府令第 47 号。以下「廃棄物管理規則」

という。）第３４条第１項各号の規定を踏まえ、以下に掲げる事項等を確認したことか

ら、災害の防止上十分でないものであることに該当しないと判断した。 

 

（１）廃棄物管理規則第３４条第１項第３号（操作及び管理を行う者の職務及び組織） 

廃棄物管理規則第３４条第１項第３号に関する審査基準は、廃棄物管理施設に係

る保安のために講ずべき措置に必要な組織及び各職位の職務内容が定められてい

ることとしている。 

 

規制庁は、設計想定事象発生時保全活動を行う体制の整備のうち火山影響及びそ

の他自然現象発生時における体制の整備を技術課長の職務とすること、火山活動の

モニタリング等の体制の整備を土木建築技術課長の職務とすること、火災防護計画

の整備を防災業務課長の職務とすること、初期消火活動のための資材の整備を防災

施設課長の職務とすること及び防災業務課長及び防災施設課長の所管する保安に

関する業務の統括を防災管理部長の職務とすることが定められていることを確認

したことから、廃棄物管理規則第３４条第１項第３号に関する審査基準を満足して

いると判断した。 
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（２）廃棄物管理規則第３４条第１項第５号（保安教育） 

廃棄物管理規則第３４条第１項第５号に関する審査基準は、保安教育の内容につ

いて、具体的な保安教育の内容、その見直しの頻度等について明確に定められてい

ること等としている。 

 

規制庁は、従業員（役務を供給する事業者に属する者を含む。）に対して、設計

想定事象発生時保全活動に係る教育訓練を定期的に実施することが定められ、必要

な力量を確保すること等を確認したことから、廃棄物管理規則第３４条第１項第５

号に関する審査基準を満足していると判断した。 

 

（３）廃棄物管理規則第３４条第１項第６号（廃棄物管理施設の操作） 

廃棄物管理規則第３４条第１項第６号に関する審査基準は、廃棄物管理設備の操

作に当たって確認すべき事項について定められていること、地震、火災等の発生時

等に講ずべき措置について定められていること等としている。 

 

規制庁は、以下に掲げる事項等を確認したことから、廃棄物管理規則第３４条第

１項第６号に関する審査基準を満足していると判断した。 

① 予備電源用ディーゼル発電機を点検等で使用不能な状態にする場合における

監視設備その他必要な設備に給電可能とするための措置が定められているこ

と 

② 巡視点検により火災等を早期発見すること等の設計想定事象に係る体制への

移行のための措置が定められていること。 

③ 貯蔵管理安全委員会の審議事項について、設計想定事象発生時保全活動に係

る体制の整備に関する計画に係る事項が定められていること。 

 

（４）廃棄物管理規則第３４条第１項第９号（線量、線量当量、汚染の除去等） 

廃棄物管理規則第３４条第１項第９号に関する審査基準は、汚染拡大防止のため

の放射線防護上、必要な措置が定められていること等としている。 

 

規制庁は、排気中の放射性物質濃度、管理区域における外部放射線に係る線量当

量率、空気中の放射性物質の濃度及び表面の放射性物質の密度を測定することに加

え、それらの結果について管理区域入口付近又は管理区域内の建屋入口付近に表示

すること及び社員等が安全に認識できる場所に表示することが定められているこ

とを確認したことから、廃棄物管理規則第３４条第１項第９号に関する審査基準を

満足していると判断した。 
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（５）廃棄物管理規則第３４条第１項第１２号（非常の場合に講ずべき措置）及び第１

３号（設計想定事象に係る廃棄物管理施設の保全に関する措置） 

廃棄物管理規則第３４条第１項第１２号及び第１３号に関する審査基準は、緊急

時に実施すべき事項が定められていること、緊急事態発生時は定められた通報経路

に従い、関係機関に通報すること、廃棄物管理事業の許可又は変更の許可を受けた

ところによる基本設計ないし基本的設計方針に則した対策が機能するよう、設計想

定事象発生時保全活動を行う体制の整備について、廃棄物管理施設の必要な機能を

維持するための活動に関する計画策定、要員配置、活動実施、教育訓練、資機材配

備等が定められていること等としている。 

 

規制庁は、以下に掲げる事項等を確認したことから、廃棄物管理規則第３４条第

１項第１２号及び第１３号に関する審査基準を満足していると判断した。 

① 設計想定事象が発生した場合に用いる警報装置及び通信連絡に係る操作に関

する手順並びに所外通信連絡に係る異状時の対応に関する手順が定められて

いること。 

② 設計想定事象が発生した場合に使用する安全避難通路に通行を阻害する要因

となる障害物の管理、工事等により安全避難通路が通行できない場合の代替

措置が定められていること。 

③ 設計想定事象発生時保全活動について、要員配置、教育訓練及び資機材配備

の措置に係る事項を含む計画を策定すること、当該計画の策定に当たり、貯

蔵管理安全委員会の審議及び廃棄物取扱主任者の確認を行うことが定められ

ていること。また、ガラス固化体の受入れの停止等の措置について定められ

ていること。 

④ 設計想定事象発生時保全活動に関する計画により廃棄物管理施設の保全のた

めの活動を行うことが定められていること。 

⑤ 活動を実施した場合の結果を評価し、予防処置又は是正処置を講じることが

定められていること。 

⑥ 自然災害に係る新たな知見等を収集し、必要に応じて手順書等へ反映するこ

とが定められていること。 

 

なお、上記のほか、施設管理に係る運用の適正化等の記載の適正化がなされた事項に

ついても適切に反映されていることを確認した。 

 


